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アジア経済法令ニュース No.20-28 

 添付法令資料 1：韓国インターネットマルチメディア放送事業法 （目次） 

 添付法令資料 2： 中国人民武装警察法（目次） 

 添付法令資料 3： 新型コロナウイルス感染症のパンデミックへの対応並びに／又は 

  国家経済及び／若しくは金融システムの安定性を脅かす危機への 

  備えのための国の財政及び金融システムの安定性政策に関する2020年 

  3 月 31 日付インドネシア共和国法律代行政令 No.1（目次） 

 添付法令資料 4： 環境保護法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2020 年 7 月 10 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 バヌアツ共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とバヌアツ共和国政府

との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 277 号） 

20.07.06 公布 

2 パナマ共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とパナマ共和国政府との

間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 278 号） 

20.07.08 公布 

3 ナウル共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とナウル共和国政府との

間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 279 号）  

20.07.08 公布 

4 ドミニカ共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とドミニカ共和国政府

との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 280 号） 

20.07.08 公布 

5 ネパール政府に対する贈与に関する日本国政府とネパール政府との間の書簡

の交換に関する件（外務省告示第 281 号） 

20.07.08 公布 

6 円借款の供与に関する日本国政府とフィリピン共和国政府との間の二の書簡

の交換に関する件（外務省告示第 282 号） 

20.07.08 公布 

7 漁業法等の一部を改正する等の法律の施行期日を定める政令（政令第 216 号） 

20.07.08 公布／20.12.01 施行 

8 漁業法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措

置に関する政令（政令第 217 号） 

20.07.08 公布／一部を除き、20.12.01 施行 

9 種苗法第十八条第一項の規定に基づき品種登録した件（農林水産省告示第

1296 号） 

20.07.09 公布 

10 種苗法第十三条第一項の規定に基づき品種登録出願を公表する件（農林水産
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省告示第 1297 号） 

20.07.09 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 自然资源部办公厅关于印发《矿业权登记信息管理办法》的通知 

20.06.16 公布 自然資源部弁公庁／20.07.10 施行 

2 关于印发《清洁能源发展专项资金管理暂行办法》的通知 

20.06.12 公布 財政部 財建[2020]190 号／同日施行 

3 全国人民代表大会常务委员会关于增加《中华人民共和国香港特别行政区基本

法》附件三所列全国性法律的决定 

20.06.30 公布 全国人民代表大会常務委員会 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 关于海南自由贸易港企业所得税优惠政策的通知 

20.06.23 公布 財政部及び国家税務総局 財税[2020]31 号／20.01.01 施行 

2 关于海南自由贸易港高端紧缺人才个人所得税政策的通知 

20.06.23 公布 財政部及び国家税務総局 財税[2020]32 号／20.01.01 施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 标准化债权类资产认定规则 

20.07.03 公布 中国人民銀行 中国銀行保険監督・管理委員会 中国証券監

督・管理委員会 国家外国為替管理局公告[2020]第 5 号／20.08.03 施行 

2 中国银保监会关于规范互联网保险销售行为可回溯管理的通知 

20.06.22 公布 中国銀行保険監督・管理委員会 銀保監発[2020]26 号／

20.10.01 施行 

3 中国银保监会办公厅关于印发保险资金参与金融衍生产品交易办法等三个文件

的通知 

20.06.23 公布 中国銀行保険監督・管理委員会弁公庁 銀保監弁発[2020]59

号 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦水法典及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2019

年 12 月 16 日付ロシア連邦法律 No.431-FZ 

公布の日から 180 日経過後に施行 

2 腐敗対策に関するロシア連邦法令の完全化を目的として個別のロシア連邦法

規へ変更を導入することに関する 2019 年 12 月 16 日付ロシア連邦法律

No.432-FZ 

3 ロシア連邦からの出国及びロシア連邦への入国手続に関するロシア連邦法律

第 15 条及び第 18 条への変更の導入に関する 2019 年 12 月 16 日付ロシア連邦
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法律 No.433-FZ 

4 銀行及び銀行活動に関するロシア連邦法律第 29 条への変更の導入に関する

2019 年 12 月 16 日付ロシア連邦法律 No.434-FZ 

公布の日から 180 日経過後に施行 

5 ロシア連邦における強制年金保険に関するロシア連邦法律第 33.3条及び被保

険者による年金保障オプションの選択の権利に関して強制年金保険の問題に

係る個別のロシア連邦法規へ変更を導入することに関するロシア連邦法律第

6.1条への変更の導入に関する2019年12月16日付ロシア連邦法律No.435-FZ 

6 強制年金保険システムにおける個別（個人）的登録に関するロシア連邦法律

への変更の導入に関する 2019 年 12 月 16 日付ロシア連邦法律 No.436-FZ 

2020 年 1 月 1 日から施行 

7 郵便為替により資金を送金し、受領する自然人の本人確認の実施に関連する

問題の明確化に関して、犯罪的方法により取得された所得の適法化（ロンダリ

ング）及びテロリズムに係る資金供与に対する対抗に関するロシア連邦法律第

7 条及び第 7.2 条へ変更を導入することに関する 2019 年 12 月 16 日付ロシア

連邦法律 No.438-FZ 

8 エコロジー鑑定に関するロシア連邦法律第 11 条及び第 12 条並びにロシア連

邦都市計画法典第 49 条への変更の導入に関する 2019 年 12 月 16 日付ロシア

連邦法律 No.440-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

9 行政的違法行為に関するロシア連邦法典への変更の導入に関する 2019 年 12

月 16 日付ロシア連邦法律 No.441-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

10 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 免税品、倉庫並びに税関手続の実施、税関の収集、検査及び監察の地点の経

営条件に関して定める政府の 2016 年 7 月 1 日付第 68/2016/NĐ-CP 号議定の

若干の条項を修正し、又は補充する議定 

政府の 2020 年 6 月 15 日付第 67/2020/NĐ-CP 号議定／20.08.10 施行 

2 連結取引を有する企業に対する租税管理に関して定める政府の 2017 年 2 月

24 日付第 20/2017/NĐ-CP 号議定の第 8 条第 3 項を修正し、又は補充する議定 

政府の 2020 年 6 月 24 日付第 68/2020/NĐ-CP 号議定／20.06.24 施行 

3 電算的数字選択式宝くじの経営活動を指導する通知を合一する合一文書 

財政省の 2020 年 6 月 23 日付第 28/VBHN-BTC 号合一文書 

 

第 5 韓国 

1 公共住宅特別法施行令一部改正令 

20.07.07 公布 大統領令第 30827 号／同日施行 

2 国家均衡発展特別法施行令一部改正令 

20.07.07 公布 大統領令第 30823 号／20.07.08 施行 

3 寄付物品の募集及び使用に関する法律施行令一部改正令 
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20.07.07 公布 大統領令第 30821 号／同日施行 

4 社会保障基本法施行令一部改正令 

20.07.07 公布 大統領令第 30825 号／20.07.08 施行 

5 スマート都市造成及び産業振興等に関する法律施行令一部改正令 

20.07.07 公布 大統領令第 30828 号／同日施行 

6 宅地開発促進法施行令一部改正令 

20.07.07 公布 大統領令第 30826 号／同日施行 

7 子供の食生活安全管理特別法施行規則一部改正令 

20.07.08 公布 総理令第 1628 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Income Tax Act - Income Tax (International Tax Compliance Agreements) 

(Multilateral Competent Authority Agreement on the Exchange of 

Country-By-Country Reports) (Amendment) Order 2020 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 7 

July 2020 and comes into operation on 7 July 2020; No.S546/2020 

 

第 8 タイ 

1 王国全土の地区における非常事態宣言の期間の延長についての通知（第 3 回） 

20.06.30 首相により制定／20.07.01 から 20.07.31 まで有効 

2 非常事態宣言に基づき内閣が定めた通知が引き続き効力を有する旨に関する

通知 

20.06.30 首相により制定／20.07.01 施行 

3 非常事態における公務行政に係る仏暦 2548 年（西暦 2005 年）の勅令第 9 条

に従い発出した規定（その 12） 

20.06.30 首相により制定／20.07.01 施行 

4 非常事態における公務行政に係る仏暦 2548 年（西暦 2005 年）の勅令第 9 条

に従い発出した規定に基づく実施についての安全非常事態対応センターの命

令第 20/2563 号（その 5） 

20.06.30 制定／20.07.01 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 
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1 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES  

  RESOLUTION NO.50, S. 2020 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION  

20.06.29 付 

2 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES  

  RESOLUTION NO.50-A, S. 2020 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION  

20.06.29 付 

3 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES  

  OMNIBUS GUIDELINES ON THE IMPLEMENTATION OF 

COMMUNITY QUARANTINE IN THE PHILIPPINES WITH 

AMENDMENTS AS OF JULY 2, 2020 

20.07.02 付 

4 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES  

  RESOLUTION NO.51, S. 2020 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

20.07.02 付 

5 REPUBLIC ACT NO.11479  

  AN ACT TO PREVENT, PROHIBIT AND PENALIZE TERRORISM, 

THEREBY REPEALING REPUBLIC ACT NO.9372, OTHERWISE 

KNOWN AS THE “HUMAN SECURITY ACT OF 2007” 

20.07.03 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

6 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES  

  RESOLUTION NO.52, S. 2020 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

20.07.06 付 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 13 カザフスタン 

1 公務問題に関連するいくつかのカザフスタン共和国法令への変更及び追加の

導入に関するカザフスタン共和国法律 

2020 年 7 月 3 日付 No.357-VI ZRK／公布の日から 10 暦日経過後に施行 

2 会計監査業務問題に関連するいくつかのカザフスタン共和国法令への変更及

び追加の導入に関するカザフスタン共和国法律 

2020 年 7 月 3 日付 No.358-VI ZRK／一部を除き、公布の日から 1 年経過

後に施行 

3 外貨建て住宅ローン、決済サービス市場主体の規制の改善、全国的な申告及

び経済成長の回復問題に関連するいくつかのカザフスタン共和国法令への変

更及び追加の導入に関するカザフスタン共和国法律 

2020 年 7 月 3 日付 No.359-VI ZRK／一部を除き、公布の日から 10 暦日

の経過後に施行 

4 国民の健康及び保健制度に関するカザフスタン共和国法典 

2020 年 7 月 7 日付 No.360-VI ZRK／一部を除き、公布の日から 10 暦日

の経過後に施行 

5 保健問題に関するいくつかのカザフスタン共和国法令への変更及び追加の導

入に関するカザフスタン共和国法律 

2020 年 7 月 7 日付 No.361-VI ZRK／一部を除き、公布の日から 10 暦日

の経過後に施行 

6 賭博事業問題に関するいくつかのカザフスタン共和国法令への変更及び追加

の導入に関するカザフスタン共和国法律 

2020 年 7 月 2 日付 No.356-VI ZRK／一部を除き、公布の日から 10 暦日

の経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 受刑者の権利及び法的利益の確実な保護の保障に向けられたウズベキスタン

共和国刑執行法典への変更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国法

律 

2020 年 6 月 30 日付 No.ZRU-625／同年 7 月 1 日から施行 

2 測地学業務及び地図製作法業務に関するウズベキスタン共和国法律 

2020 年 7 月 2 日付 No.ZRI-626／同年 10 月 4 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
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第 17 ミャンマー 

1 輸入規模拡大防止法（注：2019 年連邦議会法律第 35 号。いわゆるセーフガ

ード措置法）の施行日（注：2021 年 7 月 1 日）を定める件 

20.07.01 制定 大統領府通知第 83/2020 号 

2 インレー湖地域保存・保護条例 

19.12.19 制定 2019 年シャン州議会条例第 8 号 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国インターネットマルチメディア放送事業法（目次） 

   2 中国人民武装警察法（目次） 

   3 新型コロナウイルス感染症のパンデミックへの対応並びに／又は国家経済

及び／若しくは金融システムの安定性を脅かす危機への備えのための国の財

政及び金融システムの安定性政策に関する 2020年 3月 31日付インドネシア共

和国法律代行政令 No.1（目次） 

   4 環境保護法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 
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谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

芳賀 洋一  弁護士：シンガポール法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法研究員（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 
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提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


